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報道関係各位 
2022 年 2 ⽉ 2 ⽇ 

⼀般財団法⼈⽇本 ODR 協会 
 

⽇本 ODR 協会、2 ⽉ 18 ⽇（⾦）に設⽴記念イベントを開催 

 
⼀般財団法⼈⽇本 ODR 協会（東京都中央区 代表理事：⼭本和彦）は、2022 年 2 ⽉ 18 ⽇（⾦）13

時より、設⽴記念シンポジウムを開催いたします。当⽇は、⽇本国際紛争解決センター（東京都港区）よ
り、ZOOM にてイベントの様⼦をライブ配信いたします。 
 
■イベントの開催について 

⼀般財団法⼈⽇本 ODR 協会は、わが国における ODR（Online Dispute Resolution、オンライン紛争
解決）の健全かつ公正な発展に寄与する活動を⾏うことを⽬的として、2020 年 9 ⽉に設⽴された団体で
す。ODR の普及・発展の基礎となる知⾒の共有および当協会の今後の活動につき、対外的に周知するこ
とを⽬的として、設⽴記念シンポジウムを開催いたします。 

当⽇は古川法務⼤⾂によるビデオメッセージのほか、第⼀部では、ODR におけるパイオニアとして知
られるコリン・ルール⽒（アメリカ・サンフランシスコよりホログラムで登壇予定）、カナダの Civil 
Resolution Tribunal のキャンディス・マコール⽒に、海外における ODR の進展や実際の社会実装の具体
例についてお話いただきます。 

続く第⼆部では、わが国における ODR の普及に向けた期待など、各分野でご活躍のパネリストのみな
さまからご意⾒をいただき、社会実装に向けた議論を深める機会としたいと考えています。お忙しいこ
ととは存じますが、皆様のご参加をお待ちしております。 

 
 
 
 

 
 
 
■開催概要 

⽇ 時： 2022 年 2 ⽉ 18 ⽇(⾦)13 時~16 時 
開催⽅法： Zoomウェビナーによるオンライン開催  

(⽇本国際紛争解決センター〔JIDRC〕東京施設から LIVE 配信) 
参加費：無料 
申込⽅法：以下のリンク⼜はQR コード 

よりお申し込みください。
https://japanodr.org/2022/01/21/event_201822/  

＊開催前⽇までに接続情報をお知らせいたします。 

   

ODR（Online Dispute Resolution、オンライン紛争解決）とは、紛争解決⼿続に ICT 技術を活⽤するアプローチです。ODR は、これ

まで様々な障壁により紛争解決機関の利⽤をしてこなかった層に対し正義へのアクセスを開き、利便性の向上をすることを⽬的とし

て、世界中で導⼊が進められています。⽇本でも、2017 年には裁判⼿続等の IT 化検討会、2019 年には ODR 活性化検討会、2020 年

には ODR 推進検討会が発⾜するなど、司法における IT や AI 技術の活⽤に関する議論が本格化しています。 
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■プログラムの概要 
※「概要」は現時点での予定であり変更になることもありますので、予めご了承ください。 

 
開会の挨拶 ⼭本和彦 (⼀橋⼤学教授/当協会代表理事) 
ビデオメッセージ 古川禎久法務⼤⾂ 
 
第 1 部: 海外ゲストによる基調講演(同時通訳有) 
Colin Rule (CEO, Mediate.com〔US〕) 
Kandis McCall (Registrar and Executive Director, Civil Resolution Tribunal〔Canada〕) 
 
第 2 部 パネルディスカッション「紛争解決の未来」 
パネリスト(五⼗⾳順・敬称略)： 
垣内秀介 (東京⼤学教授/当協会理事) 
佐成 実 (東京ガス株式会社参与/弁護⼠) 
新⽥克⼰ (東京⼯業⼤学名誉教授) 
築城由佳 (株式会社ハッピーシェアリング代表取締役/NPO 法⼈ハッピーシェアリング代表理事) 

森 ⼤樹 (⻑島・⼤野・常松法律事務所弁護⼠/当協会理事) 
森下将宏 (キビタス株式会社代表取締役 CEO) 
モデレーター： 
渡邊真由 (⽴教⼤学特任准教授/当協会理事) 
 
閉会の挨拶 ⼭⽥ ⽂ (京都⼤学教授/当協会理事) 
 
 
主 催： ⼀般財団法⼈⽇本 ODR 協会 
後 援：法務省、⼀般財団法⼈⽇本 ADR 協会、⼀般社団法⼈⽇本国際紛争解決センター 
協 賛(五⼗⾳順)： キビタス株式会社、損害保険ジャパン株式会社、⻑島・⼤野・常松法律
事務所、⽇本司法書⼠会連合会、弁護⼠ドットコム株式会社、⽴教⼤学ビジネスロー研究所 
技術：ARHT Media（ホログラムパートナー） 
 
 
 
■お問い合わせ先 
⼀般財団法⼈⽇本 ODR 協会 
〒103-0025 東京都中央区⽇本橋茅場町 3-9-10（公社）商事法務研究内 
e-mail: info@japanodr.org  website: https://japanodr.org/ 


